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平成31年２月期第２四半期累計連結業績予想と実績値との差異及び 
平成31年２月期通期連結業績予想の修正に関するお知らせ 

 

平成30年７月12日に公表した平成31年２月期第２四半期累計連結業績予想と、本日公表の

実績値に差異が生じましたので、下記のとおりお知らせいたします。併せて、平成31年２

月期通期連結業績予想を下記のとおり修正することといたしましたので、お知らせいたし

ます。 

 
記 

 

１．平成31年２月期第２四半期累計連結業績予想と実績値との差異について 

 

（１）連結業績予想と実績値の差異（平成30年３月１日～平成30年８月31日） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

親会社株主に

帰 属 す る 

四半期純利益 

１ 株 当 た り 

四半期純利益 

前回発表予想（Ａ） 
百万円 

10,173 

百万円 
98 

百万円 
147 

百万円 
73 

円 銭 
5.97 

実績値（Ｂ） 9,137 14 60 16 1.34 

増減額（Ｂ－Ａ） △1,036 △83 △86 △56  

増減率（％） △10.2 △85.6 △58.9 △77.6  

（ご参考） 

前期第２四半期実績 

（平成30年２月期 

第２四半期） 

8,718 335 331 217 17.36 

 

（２）差異の理由 

   平成31年２月期第２四半期連結累計期間の業績につきましては、民間企業向けＢＰ

Ｏ大型プロジェクト案件の１つで業務受注量が想定以上に縮小したことなどから、売上

高が前回予想（上記、「前回発表予想（Ａ）」）を1,036百万円下回り、利益面では、

売上高減少に加えて、上記大型プロジェクト案件の就業スタッフの有給休暇取得費用の

増加及び新規受注したＢＰＯ案件の営業利益率が同大型プロジェクト案件の営業利益

率に及ばなかったこと、並びに、就業スタッフの採用コストの上昇等による販売費及び

一般管理費の増加により、営業利益が83百万円、経常利益が86百万円、親会社株主に帰

属する四半期純利益が56百万円、それぞれ下回る結果となりました。 

 

 

 

 



 

 

２．平成31年２月期通期連結業績予想数値の修正について 

 

（１）連結業績予想数値の修正（平成30年３月１日～平成31年２月28日） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

親会社株主に

帰 属 す る 

当 期 純 利 益 

１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

前回発表予想（Ａ） 
百万円 

21,968 

百万円 
476 

百万円 
591 

百万円 
363 

円 銭 
29.73 

今回修正予想（Ｂ） 19,042 134 237 144 11.79 

増減額（Ｂ－Ａ） △2,925 △341 △353 △219  

増減率（％） △13.3 △71.7 △59.8 △60.3  

（ご参考）前期実績 

（平成30年２月期） 
16,774 551 608 414 33.16 

 

（２）修正の理由 

平成31年２月期通期連結業績予想につきましては、「１．（２）差異の理由」に記載

した民間企業向けＢＰＯ大型プロジェクト案件の１つの業務受注量の縮小が想定以上

に進む見込みであることなどから、売上高が前回予想（上記、「前回発表予想（Ａ）」）

を2,925百万円下回り、利益面では、売上高減少に加えて、上記大型プロジェクト案件

の就業スタッフの有給休暇取得費用の増加及び新規受注したＢＰＯ案件の営業利益率

が同大型プロジェクト案件の営業利益率に及ばない見込みとなったこと、並びに、就業

スタッフの採用コストの上昇、平成30年10月から始まる新規大型業務受託案件の業務処

理に携わる要員の採用及び研修費用が嵩むこと及び来期以降の販売費及び一般管理費

削減に向けて、当期中に子会社である株式会社ジャパン・ビジネス・サービスの本社及

び一部支店の移転費用が発生することなどから、営業利益が341百万円、経常利益が353

百万円、親会社株式に帰属する当期純利益が219百万円、それぞれ下回る見込みとなり

ました。 

   なお、平成31年２月期の配当予想については変更ありません。 

 

（注）上記業績予想につきましては、現時点において入手可能な情報に基づき作成した

ものであり、実際の業績は今後様々な要因により予想数値と異なる可能性がありま

す。 

 

以上 


